
： 地方公共団体は、今後、地方版総合戦略に基づき、より具体的な事業を本格的に推進 

： 事業推進には、高度な専門性を有する人材等が必要となるが、地方では不足しがち 

： ① 国が主導し、広く養成機関等の参加を得て、地方創生人材育成に向けた「連携の場」を形成 

 ② 地方創生カレッジを創設し、地方創生に真に必要かつ実践的なカリキュラムを整備するとともに、e

ラーニングにより幅広く提供  
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戦略全体を俯瞰し、関係者等の合意を得る
等、高度な専門性を有する人材 
 
◆ 総合プロデューサー・首長の補佐 
◆ 地域コミュニティのリーダー 
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基礎講座 専門講座（DMO、生涯活躍のまち、まちづくり
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地方創生に係る各分野の第一人者等による講義 

 
個別分野に精通し、専門的な知見・経験を
持って事業を経営・実行する人材 
 
◆ 分野別プロデューサー 
◆ 現場の中核人材 
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 2～3年で受講者１万人、
5年で高度な専門性を
有する人材500人以上
の 輩出を目指す 
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→  ニーズに合った 人材が活
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候補人材が各々学ぶべ
き科目を選択して学習 
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 ※１ 科目によって各種実地研修による学びとの組み合わせも活用 

 ※２ 大学等の既存の取組も前提にしつつ、不足する分野や地
域への受講機会を提供 

地方創生 
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地方創生人材育成に向け
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（別紙）地方創生カレッジのカリキュラムの全体構造イメージ 

【基本的な考え】 
・地方創生の深化に向けて、立場や機能に応じた実践的な内容を提供 
・受講者の担うべき役割・経験、直面したフェーズなどに応じた選択受講が可能 
・ｅラーニングを中心に対面・実地での講義・交流機会の提供や各教育機関との連携にも対応 
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地方創生関連事業を担う人材が基盤として備える必要のある知識、スキル、概念を学ぶ 

地域戦略の策定 

データ分析 

事業戦略の策定 

事業の自立性・持続
性確保（資金面含

む） 

関係者との対話・調
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意義・理念 地方の課題解決 
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ケーススタディ ケーススタディ 

ケーススタディ 

基盤的知識・スキルを深め、役割・分野に応じて要請される専門性（他分野の知識も含む）を
追求 

総合戦略の策定・管理 

事業の構築・推進・管
理 

資金調達の各種手法 

地域産業の振興 
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住民自治 

交流 

【ｅラーニング分野】 【対面・実地】 

スクーリング/ 

ワークショッ
プ 

 

基盤編、専
門編、対面・
実地を組み
合わせること
で、コースを
設定 

 

育成人材と地
域の交流・マッ
チングを図る 

活動内容の情
報交換を図る 
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